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 尹錫悦⼤統領の罷免 

冨樫 あゆみ 国際社会学部 准教授 

 
「非請求⼈（尹

ユン
錫
ソン

悦
ヨル

 ⼤統領）による違憲、違法
⾏為は、国⺠の信任を背反するものであり、憲法
守護の観点から受容することができない、重⼤な
違法⾏為である」。2025 年 4 ⽉ 4 ⽇、尹錫悦⼤統
領の弾劾訴追案を審判した憲法裁判所は、⼤統領
の罷免を宣告した。非常戒厳令が発布されてから、
122 ⽇目であった。⼤統領罷免が宣⾔された瞬間、
街頭では、歓声と悲鳴が同時に響き渡った。現⾏
の韓国憲政史において、これほど暗く、⻑い４か
⽉があっただろうか。  

12 ⽉ 14 ⽇に弾劾訴追案が国会で議決された後、
韓国は⼤統領弾劾をめぐって、弾劾賛成派と反対
派が激しく衝突した。独裁政権と闘った⺠主運動
陣営のみならず、⺠主主義を信頼する市⺠にとっ
て、尹錫悦⼤統領による戒厳令は明確な憲法違反
であり、違法⾏為であった。⺠主陣営の⾔論⼈ら
は、12 ⽉の非常戒厳令発布を、すでに権⼒を握る
者が、⾃らの権⼒をより拡⼤強化することを目的
とする⾃主クーデター（self-coup, coup from the 
top）であったと断罪した。弾劾賛成派である⺠
主野党は、非常戒厳令を共謀したことなどを理由
として、⼤統領代⾏を務める韓悳洙

ハ ン ド ク ス
 国務総理の弾

劾訴追案を国会通過させるなど、政治攻勢を強め
た。 
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 ⼤統領は、憲法裁判所の審判に際
して直接弁論を⾏い、「戒厳令発布の目的は、野
党による不正選挙とスパイの実態を国⺠に啓蒙す
ることにあり、警告的性格であった」と詭弁を繰
り返した。⼤統領が所属する保守与党は、⼤統領
⽀持と弾劾反対を叫び続けた。保守与党の扇動に

答えるように、尹
ユン

錫
ソン

悦
ヨル

 ⼤統領を熱狂的に⽀持する
市⺠は、弾劾反対のデモを続けた。弾劾反対派は
過激化し、⼀部⽀持者は、1 ⽉ 19 ⽇⼤統領拘束令
状を発布したソウル⻄部地⽅法院（裁判所）を襲
撃した。その様⼦は、まさに、2021 年⽶国連邦議
会襲撃事件を彷彿とさせ、韓国社会は衝撃を受け
た。⽀持者２名が弾劾反対を叫び、焼⾝⾃殺した。 
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 ⼤統領が宣布した非常戒厳令は、韓国の
⾃由⺠主主義を脅かす存在として野党陣営を糾弾
し、戒厳軍が発布した布告令は、国⺠による政治
活動と⾔論の⾃由を制限した。これに対して、憲
法裁判所は、罷免宣告⽂において、尹政権に対す
る野党の政治攻勢を認めつつも、政権と野党の政
治対⽴は「⺠主主義的原理に則って解消されるべ
き政治的問題」であると述べた。 

正しく、そうなのだ。いかに様々に社会が分断
されようとも、双⽅間での応酬が激化しようとも、
それらを解消する⼿段が⺠主主義的価値観を毀損
するものであってはならない。 
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 は、内乱⾸魁（⾸謀者）罪で刑事訴追さ
れ、今後裁判が本格化する。尹

ユン
錫
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 政権は、「⺠
主主義の守護者」を掲げる価値外交を展開し、⽇
韓関係を正常化し、⽇⽶韓協⼒の強化にも寄与し
てきた。しかしながら、「⺠主主義の守護者」が
韓国⺠主主義を蹂躙した罪は、あまりにも重い。 
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タイ・カンボジア国境紛争とトランプ⽶⼤統領 

福⽥ 保 国際社会学部 教授 

2025 年 10 ⽉末、クアラルンプールで ASEAN
関連⾸脳会議が開催された。今般の⼀連の会議で
は、東ティモールの ASEAN 正式加盟、ASEAN
中国⾃由貿易協定の改定、⾼市早苗総理の外交デ
ビューなど、話題に事⽋かない会議となった。な
かでも⽿⽬を集めたのは、ドナルド・トランプ⽶
⼤統領が⽴ち会ったタイ・カンボジア国境紛争に
関する共同宣⾔の署名式典であった。 

タイとカンボジアは 800km を超える国境で接
しており、未画定地域や世界遺産であるプレアヴ
ィヒア寺院周辺地域の帰属をめぐり⻑年対⽴して
きた。紛争の原因は植⺠地時代に遡る。当時、カ
ンボジアの宗主国であったフランスとシャム（当
時のタイ）は国境線画定の原則に合意したが、フ
ランスが作成した 1907 年の地図ではその原則か
ら逸脱した境界線が引かれた。この地図の有効性
を主張するカンボジアと、これに疑義を唱えるタ
イの⾒解の不⼀致が争いの根底にある。	

今年 5 ⽉、国境係争地において両軍による⼩規
模な銃撃戦が勃発したことを契機に軍事的緊張が
⾼まり、7 ⽉にはロケット攻撃や空爆といった交
戦に発展した。同⽉下旬、今年の ASEAN 議⻑国
であるマレーシアと共にアメリカと中国が仲介に
⼊り、両国は即時停戦に合意した。しかし、合意
後も銃撃戦が散発、停戦合意違反を相互に主張し
合う⾮難合戦となり不安定な状態が続いていた。	
ノーベル平和賞受賞への強い意欲を⽰している

トランプ⼤統領が、8 年ぶりに東南アジアを訪問
した主な⽬的は、この署名式典の⽴ち合いであっ
た。「8 カ⽉で 8つの戦争を終結させた」と述べ
た同⼤統領は、共同宣⾔を「クアラルンプール和
平協定」と呼び、「平和の⼤統領（President of 
Peace）」としての実績を⾃画⾃賛した。 
果たして、トランプ⼤統領はタイ・カンボジア
間に平和をもたらしたのだろうか。 

合意⽂書の名称は「クアラルンプールにおける
会談の成果に関するカンボジア王国およびタイ王
国両⾸相による共同宣⾔」であり、和平協定の⽂
字はない。また、その内容は 7 ⽉の停戦合意遵守
の再確認と「停戦の完全かつ効果的な実施」が中
核である。停戦実施に向け、両当事国は国境地帯
からの重⽕器撤去、地雷除去、捕虜解放、紛争拡
⼤や緊張激化に繋がる挑発・敵対⾏為の停⽌等に
合意した。⼀⽅、未画定国境地域に関する合意は
⾒られず、根本的な対⽴の解消には⾄っていな
い。したがって、10 ⽉末の合意は和平協定とは⾔
い難く、いわば拡⼤版停戦合意にとどまろう。実
際、タイのシハサック外相は和平協定との理解を
退け、共同宣⾔であることを強調した。 

では、トランプ⼤統領の貢献は何もなかったの
かといえば、必ずしもそうではない。7 ⽉の停戦
合意の際、第三者の関与に消極的なタイはマレー
シアと中国からの仲介の申し出に難⾊を⽰してい
た。しかし、トランプ⼤統領が戦闘をやめない限
り関税交渉を⾏わないと圧⼒をかけたことで、タ
イは交渉の席についたという。今回の共同宣⾔署
名においても、関税交渉を梃⼦に式典に繋げた。 
 トランプ⼤統領の圧⼒は 7 ⽉停戦合意の契機と
なったが、停戦の具体的措置はその後の当事国同
⼠の交渉によって進められた。また、履⾏状況を
監視する ASEAN監視団はマレーシアが主導して
いる。⼤局的にみれば、トランプ⼤統領の貢献は
限定的であろう。 

トランプ劇場となった式典に中国の姿はなかっ
た。トランプ⼤統領の要請であったとの情報もあ
る。この紛争は⽶中協⼒が期待できる数少ない問
題の 1つであり、⽶中の政争の具となってはなら
ない。和平への道のりは困難が予想されるため、
当事国の歩み寄りはもとより、仲介役を務めた
ASEAN メンバーや⽶中の後ろ盾が肝要である。 
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シンガポール総選挙︓安定と実績を求めた有権者 

福田 保 国際社会学部 教授 

シンガポールで 5 年ぶりとなる総選挙が５月３
日に投開票された。今回の総選挙で筆者が着目し
た点は次の 2 つである。1 つ目は、昨年５月に第
４代首相に就任したローレンス・ウォン氏率いる
与党人民行動党（PAP）の得票率。これに関連し
て 2 つ目は、5 年前の総選挙で躍進した野党勢力、
特に労働者党（WP）がさらに議席数を増やすか
どうかである。 

今回の総選挙はウォン氏にとって、党首および
首相就任後の初めての選挙であった。シンガポー
ルは本年８月に建国 60 周年の節目を迎えるが、
その 60 年間のうちおよそ 45 年間を建国の父であ
るリー・クアンユー（在任 25 年）と彼の息子で
あるリー・シェンロン（在任 20 年）が国政を担
った。リー家と血縁関係のないウォン首相の 1 年
の舵取りを国民がいかに評価するか、信任を問う
選挙と位置付けられた。 

また、今般の選挙は PAP にとっても重要であっ
た。シンガポールには複数の野党が存在するが、
建国以来、同党が国会議席の圧倒的多数を確保し、
事実上の一党支配を維持してきた。前回 2020 年
の総選挙では PAP は約 9 割の議席を獲得したもの
の、得票率は 61.24%と近年では過去最低（2011
年の 60.1%）に迫る数字であった。巻き返しを図
るべく、PAP は現職閣僚を引退させ、候補者 97
人のうち、この数十年では過去最多となる 32 人
の新人を立てて刷新感を打ち出した。 

結果は、PAP が定数 97 議席中 87 議席を獲得し
た。現地紙ストレーツ・タイムズによれば、得票
率は前回より 4.33 ポイント高い 65.57%であった。
一方、野党 WP の議席は前回同様 10 議席の維持
にとどまった。 

PAP 勝利の要因は何だったのだろうか。キーワ
ードは「安定」と「実績」の 2 つである。総選挙

の争点は経済的安定であった。ここ数年、シンガ
ポールではバス・鉄道料金や水道・電気料金の値
上げ、また日本の消費税に該当する財・サービス
税（GST）の段階的引き上げなど、物価が高騰し
続けている。生活費高騰の最中、ドナルド・トラ
ンプ米大統領によって自由貿易協定を結ぶシンガ
ポールにも一律の関税率 10%が課されることとな
った。 

シンガポール経済は貿易への依存度が高く、国
際経済の動向に影響を受けやすい。そのため、ア
メリカの高関税政策によって生じうるさらなる物
価上昇、景気後退、失業増加への不安、また先行
き不透明な国際政治経済情勢への懸念が国内で募
っていた。有権者の高まる不安のなか、PAP の
「今は政治的な実験をする時ではない」との政治
的安定を強調するメッセージは有権者に強く響い
たと思われる。 

加えて、ウォン氏は新型コロナウイルスに対応
するために 2020 年 1 月に発足した政府タスクフ
ォースの共同議長を務めた実績をもつ。国会で声
を詰まらせながら医療従事者に感謝の意を表明し
た姿は記憶に新しい。困難な問題に対応した実績
は有権者に信頼感を与えたであろう。 
 翻って、野党勢力の敗因の 1 つは対抗勢力とし
て 1 つにまとまり切れなかったことを指摘できよ
う。10 の野党が競合した結果、野党票が割れた。
このような状況下でも WP が 10 議席を維持した
ことを評価し、同党は PAP に対する最も強力な野
党との地位を確立したと見る向きもある。 

選挙期間中、ウォン首相は「 （混迷する世界情
勢という）迫り来る嵐に立ち向かい、より明るい
未来をシンガポール国民に届ける」と有権者に訴
えた。これを実現できるかどうか、首相と党の手
腕が今後問われる。 
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